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基地対策特別委員会資料
平 成 2 6 年 ６ 月 ４ 日
政 策 局

市内米軍施設の現況等について 

 

                  ※ページ番号は冊子「平成 26 年 横浜市と米軍基地」 
の当該事項に係る資料の掲載ページです。 

１ 市内米軍施設の現況           

施 設 名 所在区 管理 土地面積
土地面積内訳 

国有地 市有地 民有地 

①鶴見貯油施設   （12ページ） 鶴見 海軍  18ha － －  18ha 

②瑞穂ふ頭／ 

横浜ノース・ドック（14ページ） 
神奈川 陸軍  52ha  43ha   ３ha  ６ha 

③根岸住宅地区※  （17ページ） 
中 
南 

磯子 
海軍  43ha  27ha 0.03ha  16ha 

④池子住宅地区及び海軍補助施設 

 （横浜市域）   （20ページ） 
金沢 海軍 

 
 37ha   36ha 

 

0.00ha 

 

   0.3ha
 

⑤深 谷通信所   （24ページ） 泉 海軍  77ha 77ha － － 

⑥上瀬谷通信施設  （27ページ） 
旭 

瀬谷 
海軍 242ha 110ha   23ha 110ha 

計 470ha 293ha   26ha 151ha 

水域 
小柴水域                                     42ha （30ページ） 

瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドック専用水域         11ha （14ページ） 
 

端数処理の関係から内訳の和が合計と一致しない場合あり 

※③根岸住宅地区には、米軍施設に囲まれた「非提供地」と呼ばれる区域があり、居住されて 

いる市民の方が日常生活において様々な制約を受けております。 

 【参考】平成 16 年日米合同委員会合意に基づき返還された施設 

施 設 名 所在区 土地面積
土地面積内訳 

国有地 市有地 民有地 

 旧小柴貯油施設  （31ページ）

（平成17年12月14日返還） 
金沢  53ha 51ha 0.5ha １ha 

 旧富岡倉庫地区  （34ページ） 

（平成21年５月25日返還） 
金沢  ３ha ３ha － － 

  現在は財務省関東財務局が返還国有地を管理 

資 料 １ 

※逗子市域を含む施設全体の面積は 288ha
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２ 平成 15 年度から現在までの主な経過  

 

（１）日米協議   

※日米安全保障条約及び日米地位協定に基づき両国間の協議機関として設置される「日米合同

委員会」及びその下部組織である「施設調整部会」の開催状況と本市の対応 

平成15年 

   ２月６日  日米協議の開始を決定                      （49ページ） 

神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等について施設調整部会で協議を

行うことを日米間で決定 

２月21日  日米合同委員会 第１回施設調整部会              （49ページ） 

神奈川県内の在日米軍施設・区域のうち、在日米海軍施設・区域に焦点をあてる 

７月18日  日米合同委員会 第２回施設調整部会              （50ページ） 

池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）において800戸程度の住宅等の建設

がなされれば、上瀬谷通信施設（一部）、深谷通信所、富岡倉庫地区、根岸住

宅地区の返還が可能 

   ７月22日  第２回施設調整部会の協議内容について、国から本市へ申し入れ  （50ページ） 

 

平成16年 

   ８月４日  「市内米軍施設に係る国からの申し入れに対する声明」を発表   （51ページ） 

１ 国からの返還提案に加え、池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）の飛

び地及び小柴貯油施設の返還、上瀬谷通信施設の全部返還を実現すること 

２ 池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における住宅等建設については、

緑を可能な限り残し、自然環境の保全に十分配慮するとともに、住宅建設戸

数のできる限りの削減を行うこと 

   ９月２日  日米合同委員会 第３回施設調整部会              （54ページ） 

１ 上瀬谷通信施設・深谷通信所・富岡倉庫地区・根岸住宅地区の全部、池子住

宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）の飛び地、小柴貯油施設の一部の返還

２ 池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における住宅等建設については、

改変面積を半分以下に抑制し、自然環境の保全に配慮するとともに、住宅建

設戸数を700戸程度に縮減 

   ９月22日 「市内米軍施設に係る第３回施設調整部会の協議結果に対する本市の考え方について」 

を発表                            （55ページ） 

池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）での住宅等の建設、施設の返還に

係る具体的協議に入る 

   10月18日  日米合同委員会において第３回施設調整部会の協議内容を承認   （57ページ） 
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平成22年 

   ７月21日  日米合同委員会 第４回施設調整部会              （58ページ） 

平成16年10月の日米合同委員会合意から５年以上経過していることを踏まえ、

現時点における横須賀地区の家族住宅の不足数の検証及び「池子住宅地区及び

海軍補助施設」における住宅建設戸数の再検討を行うことで認識が一致 

  

８月２日 「池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における住宅等建設について（要請）」

を防衛省に提出                        （79ページ） 

１ 住宅建設戸数の再検討に当たっては、国として更なる削減が可能となるよう

に最大限努力すること 

２ 平成16 年の日米合同委員会で返還が合意されたものの、未だ実現していな

い施設の返還を速やかに実現すること 

         ※８月10日 市長が防衛大臣政務官に手交 

８月26日  日米合同委員会 第５回施設調整部会              （59ページ） 

１ 現時点において、横須賀海軍施設のために必要となる家族住宅の戸数は約700戸

２ 当面の措置として、「池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域における

家族住宅建設戸数は、根岸住宅地区の移設分として約400戸程度の家族住宅等

を建設 

３ 平成16年に建設を合意した700戸程度との差、約300戸については、将来にお

いてその時点での需要を考慮し、日米間で協議の上建設することとし、その

建設場所については、池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）が一つの

選択肢としてあり得るが、将来改めて日米間で協議 

   ９月30日  日米合同委員会において第５回施設調整部会の協議内容を承認   （60ページ） 

 

平成23年 

   ９月29日  日米合同委員会 第６回施設調整部会              （60ページ） 

１「池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域における家族住宅及びその支

援施設の基本配置計画案について、今後、確認される要件及び地元関係自治

体の意見を十分踏まえつつ、日米間で最終的な当該基本配置計画を作成する

ことについて確認 

２ 家族住宅及びその支援施設の所要等に係る基本的な事項として、次のとおり

日米間で認識が一致 

①家族住宅は、鉄筋コンクリート造３階建て連棟式共同住宅等（385戸）とし

て整備 

②支援施設の総延べ床面積は、27,455㎡以下 

③各建物の高さは20ｍ以下、建ぺい率は30％以下、容積率は80％以下 

   11月７日  日米合同委員会において第６回施設調整部会の協議内容を承認   （61ページ） 
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平成26年 

   ３月24日  神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等に関する施設調整部会 （44ページ） 

１ 深谷通信所については、本年６月末までの返還を目途に、速やかに返還に向

けた手続を開始 

２ 上瀬谷通信施設については、平成27年６月末までの返還を目途に、近い将来

返還に向けた手続を開始 

３ ｢池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域に整備する米軍家族住宅につ

いては、現計画の鉄筋コンクリート造３階建て連棟式共同住宅等385戸を同２

階建て連棟式共同住宅等171戸に変更 

   ４月17日  日米合同委員会において神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等に関する

施設調整部会の協議内容を承認                 （45ページ） 

 

 

（２）住宅建設対策   

※池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米軍家族住宅等の建設に係る国の動向

と本市の対応 

平成16年 

   10月４日  池子住宅地区における米軍家族住宅等建設に的確な対応を図るため「横浜市住宅

建設対策プロジェクト」を設置                 （85ページ） 

   12月３日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会が設立 

平成17年 

   ３月25日  「横浜市住宅建設対策プロジェクト第一次報告書」を発表 

平成18年 

   ８月17日  防衛施設庁横浜防衛施設局が「池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）にお

ける米軍家族住宅等の建設について」（住宅建設戸数700戸の基本配置計画案）を

提示                                                       （68ページ） 

 

   ９月21日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会から「池子住宅地区及び海軍補助

施設(横浜市域)における家族住宅等の基本配置計画案について（要望）」を受理 

  （70ページ） 

   10月２日  防衛施設庁横浜防衛施設局に対し「池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域に

おける住宅等建設について」を要請             （71、74ページ） 

平成19年 

   ６月13日  防衛施設庁横浜防衛施設局が、本市の要請を踏まえ基本配置計画案を見直した「池

子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米軍家族住宅等の建設につい

て」（住宅建設戸数700戸の基本構想等）を提示               （72ページ） 
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７月25日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会から「池子住宅地区及び海軍補助

施設（横浜市域）における家族住宅等の基本構想について（要望）」を受理 

                                        （77ページ） 

   ８月16日  防衛施設庁横浜防衛施設局に「池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域におけ

る住宅等建設について」を要請                 （78ページ） 

平成23年  

   ７月20日  防衛省南関東防衛局が「池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米

軍家族住宅等の建設について」（住宅建設戸数385戸の基本配置計画案）を提示 

（80ページ） 

   11月10日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会から「池子住宅地区及び海軍補助

施設(横浜市域)における米軍家族住宅等の基本配置計画案について（要望）」を

受理                            （82ページ） 

   11月30日  防衛省南関東防衛局に「池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における住宅

等建設について」を要請                     （83ページ） 

 

 

（３）施設返還   

※近年の市内米軍施設の返還状況 

平成17年 

   12月14日  小柴貯油施設の陸地部分全域及び制限水域の一部が返還      （64ページ） 

平成21年 

   ３月31日  瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックの一部土地等が返還        （67ページ） 

   ５月25日  富岡倉庫地区が返還                      （65ページ） 

平成26年 （再掲） 

   ４月17日  日米合同委員会において３月24日の「神奈川県における在日米軍施設・区域の整

理等に関する施設調整部会」の協議内容を承認          （44ページ） 

１ 深谷通信所については、本年６月末までの返還を目途に、速やかに返還に向

けた手続を開始する。 

２ 上瀬谷通信施設については、平成27年６月末までの返還を目途に、近い将来

返還に向けた手続を開始する。 
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（４）跡地利用の取組   

※日米間において返還合意された６施設の返還跡地利用の取組 

平成16年 

   10月４日  市内米軍施設の返還後の有効活用を図る検討組織として、「横浜市返還施設跡地

利用プロジェクト」を設置                  （111ページ） 

12月３日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会が設立 

平成17年 

   ３月25日  「横浜市返還施設跡地利用プロジェクト第一次報告書」を発表 

   ６月23日  横浜市返還施設跡地利用構想検討委員会を設置 

   12月２日  横浜市返還施設跡地利用構想検討委員会から「返還施設の跡地利用に関する提言」

を受理 

平成18年 

   １月16日  「返還施設の跡地利用に関する提言」パンフレットを発行、市民アンケートを実施 

   ６月７日  「米軍施設返還跡地利用指針」を策定              （86ページ） 

全体テーマ 「横浜から始める首都圏の環境再生」 

平成19年 

   １月11日  「米軍施設返還跡地利用行動計画（案）」を発表、市民アンケートを実施 

   ３月27日  「米軍施設返還跡地利用行動計画」を策定 

   12月13日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会から「旧小柴貯油施設の跡地利用

について（要望）」を受理                   （91ページ） 

 

平成20年 

   ３月31日  「小柴貯油施設跡地利用基本計画」を策定            （93ページ） 

平成21年 

４月15日  深谷通信所提案公募事業（アイデアコンペ）実施を発表 

平成22年 

１月30日  深谷通信所跡地利用アイデアコンペ表彰式・シンポジウムを開催 

３月27日  米軍根岸住宅地区返還とまちづくりの会が設立 

10月８日  泉区深谷通信所返還対策協議会が設立 

11月１日  「米軍施設返還跡地利用行動計画改定素案」パンフレットを発行、市民意見を募集 

平成23年 

３月10日  「米軍施設返還跡地利用行動計画」を改定               （88ページ） 

７月26日  「旧富岡倉庫地区跡地利用基本計画」を策定              （102ページ） 
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８月25日  日米合同委員会において、平成21年２月24日に横浜市が申請した上瀬谷通信施設

内の環状４号線整備のための共同使用について承認         （104ページ） 

平成24年 

３月24日  「米軍根岸住宅地区返還とまちづくりの会」が「米軍根岸住宅地区返還・まちづ

くり協議会」へ移行 

７月25日  「米軍根岸住宅地区返還・まちづくり協議会」が横浜市地域まちづくり推進条例

に基づく地域まちづくり組織に認定  

９月４日  財務省関東財務局から本市あてに、旧小柴貯油施設の国有地について、要件付き

で全面積無償貸付する旨の提案                    （98ページ） 

   11月21日  本市は旧小柴貯油施設の国有地の全面積無償貸付の提案を受け入れる旨の回答     

（99ページ） 

平成25年 

２月12日  旧小柴貯油施設に係る国有財産関東地方審議会の答申を受け、財務省関東財務局

は本市に対し、都市公園として無償貸付するとの利用方針を決定  （100ページ） 

   ３月22日  戸塚区が深谷通信所跡地利用検討に係る戸塚区民意見について取りまとめ 

   ３月28日  泉区深谷通信所返還対策協議会が深谷通信所跡地利用計画案を取りまとめ 

 

平成26年 

５月７日  （仮称）小柴貯油施設跡地公園の基本計画（案）について市民意見募集実施 
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３ 平成25年度の主な要請状況   

平成25年 

   ５月27日  防衛省南関東防衛局からの空母ジョージ・ワシントン艦載機の着陸訓練に関する

通告に対し、神奈川県及び厚木基地周辺市とともに、すべての訓練を硫黄島で実

施し、厚木飛行場において訓練を実施しないよう国に要請 

 

   ６月11日  「国の制度及び予算に関する提案・要望書」を発表        （39ページ） 

「市内米軍施設の返還と跡地利用への支援等」 

（内閣府、財務省、国土交通省、防衛省） 

１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還 

 ２ 跡地利用の具体化に向けた支援等 

 ３ 米軍施設及び返還施設周辺の生活環境の維持向上 

 ４ 池子住宅等建設に関する地元要望の最大限の尊重 

※市長が外務大臣（６月14日）、内閣官房長官（６月25日）、国土交通大臣    

政務官（６月27日）に手交 

 

   ８月13日  神奈川県基地関係県市連絡協議会として「平成26年度基地問題に関する要望書」

を国に提出                                          （42ページ） 

 

   11月７日  厚木基地騒音対策協議会として「厚木基地における米空母艦載機の夜間連続離着

陸訓練による航空機騒音の解消等に関する要請書」を国、米側に提出（42ページ） 

 

   12月17日  三浦市で発生したヘリコプターの不時着事故について、事故の再発防止等を神奈

川県基地関係県市連絡協議会として国及び米軍に緊急要請  （42ページ） 

平成26年 

   １月10日  綾瀬市で発生した航空機からの部品落下事故について、事故の再発防止等を神奈

川県基地関係県市連絡協議会として国及び米軍に緊急要請  （42ページ） 
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４ 平成26年度（４月以降）の主な経過   

平成26年 

   ４月14日  横浜市会から「横浜市内米軍施設に関する要望書」を国に提出    （40ページ） 

「横浜市内米軍施設に関する要望書」（外務省、財務省、国土交通省、防衛省）

Ⅰ 市内米軍施設の返還と跡地利用に関する要望 

１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還の促進 

２ 米軍施設周辺の生活環境の維持向上 

３ 民有地の所有者への配慮 

４ 跡地の適正管理と実態把握 

５ 返還国有財産の優遇処分 

６ 跡地利用に対する支援 

７ 適時・適切な情報提供 

Ⅱ 米軍による環境問題等に関する要望 

１ 米軍に対する環境関係法令の適用 

２ 米軍人等に対する教育等の徹底 

※外務大臣政務官及び防衛大臣政務官に手交 

 

（再掲） 

   ４月17日  日米合同委員会において３月24日の「神奈川県における在日米軍施設・区域の整

理等に関する施設調整部会」の協議内容を承認                （44ページ） 

１ 深谷通信所については、本年６月末までの返還を目途に、速やかに返還に向

けた手続を開始する。 

２ 上瀬谷通信施設については、平成27年６月末までの返還を目途に、近い将来

返還に向けた手続を開始する。 

３ ｢池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域に整備する米軍家族住宅につい

ては、現計画の鉄筋コンクリート造３階建て連棟式共同住宅等385戸を同２階

建て連棟式共同住宅等171戸に変更する。 

 

４月28日  防衛省南関東防衛局からの空母ジョージ・ワシントン艦載機の着陸訓練に関する

通告に対し、神奈川県及び厚木基地周辺市とともに、すべての訓練を硫黄島で実

施し、厚木飛行場において訓練を実施しないよう国に要請 

 

５月28日  防衛省南関東防衛局、神奈川県及び厚木基地周辺市の間で空母艦載機の移駐の進

捗状況について情報交換等を行う「厚木飛行場からの空母艦載機の移駐等に関す

る協議会」が開催 
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横浜市米軍施設返還跡地利用行動計画（平成 23 年３月改定）抜粋 

行動計画は、米軍施設返還跡地の将来像を定めた「跡地利用指針（平成 18 年６月策定）」の具体化

に向け、本市の取組方針を明らかにしたもので、概ね４年～５年後を見据えて当面の目標と今後の取

組を設定しております。 

施 設 名 項 目  

旧 小 柴 

貯油施設 

 

跡地利用の 
テ ー マ 

（跡地利用指針

18 年度より） 

～森と海に抱かれた自然体験空間～ 

①緑のオープンスペース、市民レクリエーション空間 

②魅力的な景観保全 

③広域機能の立地 

当面の目標 都市公園の整備を目指します。 

今後の取組 

・土壌汚染等対策など国有地処分に係る条件を引き続き国と調整を進めます。 

・土壌汚染等対策の実施及びその経過を踏まえ公園整備計画を進めます。 

・民間土地所有者の意向、地元の意見・要望等を計画に反映します。 

・小柴水域の早期返還を要請します。 

旧 富 岡 

倉庫地区 

 

跡地利用の 
テ ー マ 

（跡地利用指針

18 年度より） 

～海と丘を結ぶ産業創造空間～ 

①産業振興に寄与する拠点 

②地域の魅力向上 

当面の目標 市有地と一体的に衛生研究所など跡地利用事業を進めます。 

今後の取組 

・国有地活用方法など跡地利用基本計画を策定し、国との調整を進めます。 

・物揚場での港湾利用を推進する。なお、横浜市中央卸売市場再編・機能強化に

係る南部市場の今後の動向を見据えながら検討を進めます。 

・野積場での導入機能やプロムナード整備等の土地処分条件を国と調整します。 

・地元の意見・要望等を踏まえながら、具体化検討を進めます。 

深 谷 

通 信 所 

 

跡地利用の 
テ ー マ 

（跡地利用指針

18 年度より） 

～自然・スポーツ・文化の円形緑陰空間～ 

①特色あるデザインを持つ大規模な公園・緑地 

②交通利便性の向上に資する基盤整備 

③防災拠点機能の形成 

当面の目標 跡地利用基本計画を地域の意見・要望等を踏まえながら策定します。 

今後の取組 

・米軍が常駐していないため早急な返還を引き続き要請します。 

・応募された提案を参考に、地域の意見・要望等を踏まえ具体化検討を進めます。

・国有地の活用等の跡地利用への協力を国に要請します。 

・返還課題（国有地での市民利用停止等）への適切な対応と協力を国に要請しま

す。 

 

参 考 
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上 瀬 谷 

通信施設 

 

跡地利用の 
テ ー マ 

（跡地利用指針

18 年度より） 

～農・緑・防災の大規模な野外活動空間～ 

①広域の防災活動拠点・広域機能の立地 

②「緑」を享受する首都圏郊外の自然レクリエーション空間 

③持続的で魅力ある都市型農業の振興 

④交通利便性の向上に資する基盤整備 

当面の目標 
環状４号線の八王子街道交差箇所の早期開通を目指すとともに、民間土地所有

者と跡地利用の検討を進めます。 

今後の取組 

・米軍住宅及び関連施設が閉鎖されており、早期一括返還を引き続き要請しま

す。 

・環状４号線の共同使用承認後、早期開通に向け速やかに事業着手します。 

・広域機能の誘導等のあり方を検討します。 

・国に国家的プロジェクト導入検討や国有地の有効活用等を要請します。 

・民間土地所有者と返還・跡地利用の課題を共有し、土地利用のあり方を議論

します。 

・民間土地所有者や国の意向、地元の意見・要望等を踏まえ具体化検討を進め

ます。 

根岸住宅

地 区 

 

跡地利用の 
テ ー マ 

（跡地利用指針

18 年度より） 

～ヨコハマの歴史・文化を伝える庭園散策空間～ 

①特色ある現環境の活用 

②根岸森林公園との一体利用 

③周辺市街地の都市機能改善への寄与 

当面の目標 民間土地所有者等によるまちづくり協議会設立を支援します。 

今後の取組 

・民間土地所有者等と返還・跡地利用の課題を共有し、まちづくり検討を進め

ます。 

・まちづくり会（勉強会）から協議会（合意形成機関）への移行を支援します。

・民間土地所有者等や国の意向、地元の意見・要望等を踏まえ具体化検討を進

めます。 

・根岸森林公園に隣接する区域は、一体的に都市公園等として整備を目指しま

す。 

・土地利用のあり方等、早い時期から民間土地所有者等と検討を進めます。 

・土地の原状回復が困難な状況を踏まえ、国に適切な対応と協力を要請します。

・米軍管理地に囲まれた非提供地の生活環境改善に取り組みます。 

池子住宅地

区及び海軍

補助施設の

横浜市域の

飛 び 地 

 

当面の目標 住宅建設対策と併せて、周辺住民の福祉増進に資する利用を検討します。 

今後の取組 

・今後、周辺住民の福祉増進に資する環境整備を進める観点から指針策定を検

討します。 

・現地に米軍が常駐していないことから、早急な返還を要請します。 

・横浜逗子線の整備と米軍施設への進入路との関係などについて国と協議を進

めます。 

・民間土地所有者の意向、地元の意見・要望等を踏まえながら、隣接地で行わ

れる住宅建設の対策と併せて具体化方策を検討します。 

・跡地利用の協力を国に要請します。 
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深谷通信所及び上瀬谷通信施設の状況について 

 

 

 

 

 

基地対策特別委員会資料
平 成 2 6 年 ６ 月 ４ 日
政 策 局

資 料 ２ 
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深谷通信所（平成 26 年６月末までに返還を目途に手続き開始） 

 

○面積：77ha（国 有 100％） 

 

１ 最近の主な経過 

平成18年６月 横浜市「米軍施設返還跡地利用指針」策定 

平成21年４月 アイデアコンペの実施 

平成22年10月 泉区深谷通信所返還対策協議会（以下「協議会」と言う。）設立 

平成24年４月 戸塚区連合町内会自治会連絡会状況報告 

平成24年８月 協議会が深谷通信所跡地利用に関する泉区区民意見を募集 

平成24年９月 跡地利用に関する戸塚区区民意見募集 

平成24年11月 戸塚区区民代表と意見交換会を実施 

平成25年３月 協議会が「深谷通信所跡地利用計画案」をとりまとめ 

平成25年３月 戸塚区民意見とりまとめ 

 

２ 深谷通信所の返還後の管理等 

深谷通信所の返還後の管理等については、現在、南関東防衛局で検討しておりますが、

現時点で本市が確認している状況は以下の通りです。 

 

(1) 日常生活に必要な通行等の確保 

日常的に通行に使用している生活道路や防犯灯については、周辺住民の生活に必要な

施設であるため、南関東防衛局と本市で存続を前提に調整中です。 

 

(2) 米軍の許可による利用者（菜園、野球場等）への対応 

南関東防衛局は、４月４日に菜園の代表者の方に、４月10日に野球等の代表者の方に、

返還までに利用者が使用を終了し、原状回復する旨の説明を実施しました。 

各代表者の方から、来年３月末まで延期したい旨の申し出が南関東防衛局にあり、現

在南関東防衛局はその方向での対応を検討しています。 

なお、草刈り等の維持管理は、菜園及び野球等の利用者において行うこととなる見込

みです。 

 

(3) 自治会町内会の祭り等のための広場利用への対応 

これまで返還予定地内で開催されていた夏祭り等については、不特定多数の市民が参

加し親睦、憩いの場となっていることから、返還以前の経緯を踏まえ、引き続き開催で

きるよう南関東防衛局と本市で協議を進めています。なお、利用申請等の手続きは米軍

からの施設返還後となります。 

 

３ 跡地利用検討の現在の取組状況 

平成 26 年度末の跡地利用基本計画の策定を目指し、早期に跡地利用基本計画の「考え

方」をまとめたうえで、地元の皆様や市民の皆様にもご意見を伺いながら跡地利用の検

討を進めます。 
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横浜市「米軍施設返還跡地利用指針」 

深谷通信所返還跡地利用のテーマ： 

「自然・スポーツ・文化の円形緑陰

空間」 

 

ア 特色あるデザインを持つ大規模な公

園・緑地 

広域的に利用される大規模な公園・

緑地、自然レクリエーション空間とし

て緑の拠点を形成していきます。その

特徴的な形状から、広く利用者にアピ

ールするテーマや特色あるデザインに

より空間演出を図ることを目指しま

す。 

 

イ 交通利便性の向上に資する基盤整備 

外周道路の整備や環状４号線、環状

３号線との連絡道路の整備を進めるこ

とを検討します。 

 

ウ 防災拠点機能の形成 

跡地を核として近傍のオープンスペ

ースとの連携により、防災拠点の形成

を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深谷通信所跡地利用概念図 

泉区 

戸塚区 
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上瀬谷通信施設（平成 27 年６月末までの返還を目途に手続き開始） 

 

 ○面積：242ha（国有 45.2%、市有 9.4%、民有 45.4%） 

 

１ 最近の主な経過 

平成18年６月 横浜市「米軍施設返還跡地利用指針」の策定 

平成23年８月 環状4号線（未整備区間）の共同使用について日米合同委員会の承認さ

れる 

平成24年７月 首都圏内陸部における基幹的防災拠点の候補地とすることについて九

都県市から国へ要望 

平成25年12月 上瀬谷農業専用地区協議会に対するアンケートの実施 

（以下、農業専用地区協議会を「農専協」という。） 

 

２ 土地所有者や利用者（野球場等）への対応 

南関東防衛局による土地所有者（農専協会員）及び米軍の許可を得て耕作や野球等の利

用をしている皆様に対する説明状況は以下のとおりです。 

 

(1) 土地所有者への対応（瀬谷区：約 160 名、旭区：約 90 名） 

返還から土地の引渡しまでの手続き等について説明を実施しています。 

 

(2) 米軍の許可による利用者（耕作地、野球場等）への対応 

（耕作：上瀬谷農専協、上川井農専協、野球：３団体） 

返還までに利用者が使用を終了し、原状回復する旨の説明を実施しています。 

 

３ 跡地利用検討の現在の取組状況 

 昨年度に、瀬谷区の上瀬谷農専協の皆様を対象に実施したアンケートと同様のアンケー

トを、旭区の上川井農専協の皆様を対象に実施しています。（平成 26 年５月） 

 これらのアンケート結果を踏まえ、各農専協の皆様と意見交換を行いながら農業振興も

考慮した跡地利用計画の検討を進めます。 



- 5 - 

 

ケ 

横浜市「米軍施設返還跡地利用指針」 

上瀬谷通信施設返還跡地利用のテーマ：「農・緑・防災の大規模な野外活動空間」 
 

ア 広域の防災活動拠点・広域機能の立地 
広域交通の利便性を活かし、災害時

における救援物資、救援活動要員の集

積・中継の役割を果たす広域防災活動

拠点としての機能を導入することを

目指します。 
イ 「緑」を享受する首都圏郊外の自然

レクリエーション空間 
郊外部における大規模な緑環境や

小河川の水辺を残す場として、広く首

都圏に住む人々の豊かな生活創造に

寄与する自然レクリエーション空間

を確保することを目指します。 
ウ 持続的で魅力ある都市型農業の振興 

農業生産基盤の整備、農産物の販売

形態の多様化、市民利用型農業・農園

体験の場づくりなど、持続的・安定的

な農業経営のあり方や魅力的な都市

型農業の新たなモデルについて、農業

者とともに検討していきます。 
エ 交通利便性の向上に資する基盤整備 
  施設内を通る都市計画道路の整備を

進め、市の幹線道路のネットワーク形成を図るとともに、土地利用と関連する新たな道路整備についても必

要に応じて検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上瀬谷通信施設跡地利用概念図 
























